
東京都北区緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業実施要綱 

 

２２北ま建第２０４７号 

平成２３年 ３月３０日区長決裁 

 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、地震発生時における建築物の倒壊による道路の閉塞を防ぎ、広域的な

避難路及び輸送路を確保するため、東京都北区緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業を

行う者に対し、その経費の一部を補助することにより、緊急輸送道路の沿道の建築物の耐

震性の向上を促進し、もって災害に強い北区を実現することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、社会資本整備総合交付金交付要綱（平成２２年３

月２６日付国官会第２３１７号。以下「交付要綱」という。）１６－（１２）住宅・建築物

安全ストック形成事業及び東京都における緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を推進する条

例（平成２３年東京都条例第３６号。以下「耐震化推進条例」という。）に定めるところに

よるほか、次に定めるところによる。 

（１）緊急輸送道路沿道建築物 

耐震化推進条例に規定する緊急輸送道路に接する沿道建築物をいう。 

（２）住宅 

一戸建ての住宅、長屋及び共同住宅をいい、店舗等の用途を兼ねるもの（店舗等の用

に供する部分の床面積が延べ面積の２分の１未満のものに限る。）を含む。 

（３）マンション 

   共同住宅のうち耐火建築物又は準耐火建築物であって、延べ面積が１，０００㎡以上

であり、かつ、地階を除く階数が原則として３階以上のものをいう。 

（４）分譲マンション 

２以上の区分所有者（建築物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号。

以下「区分所有法」という。）第２条第２項に規定する区分所有者をいう。）が存する建

築物で、人の居住の用に供する専有部分（区分所有法第２条第３項に規定する専有部分

をいう。）がある共同住宅（店舗等の用途を兼ねるもので店舗等の用に供する部分の床面

積が延べ面積の２分の１未満のものを含む。）をいう。 

（５）管理組合 

分譲マンションの管理を行う区分所有法第３条若しくは同法第６５条に規定する団体

又は区分所有法第４７条第１項（区分所有法第６６条において準用する場合を含む。）に

規定する法人をいう。 

（６）耐震補強設計 

耐震診断に基づき、地震に対する安全性の向上を目的として実施する建築物の耐震改

修工事のための設計をいう。 

（７）耐震改修工事 



耐震補強設計に基づき実施する建築物の耐震のための補強工事、その他建築物の倒壊

による道路閉塞を防止する建築物の工事をいう。 

（８）耐震建替え工事 

耐震診断の結果により耐震改修工事を検討したうえで建築物を除却し、引き続き既存

建築物を含む敷地で新築工事を行うものをいう。 

（９）耐震化指針 

耐震化推進条例第６条第１項に規定する耐震化指針をいう。 

（１０）耐震診断士 

耐震化推進条例第１０条第１項に掲げる者のうちいずれかであるものをいう。 

２ 前項に規定するもののほか、この要綱において使用する用語は、建築基準法（昭和２５

年法律第２０１号）及び建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）において使用す

る用語の意義による。 

 

（実施する事業） 

第３条 東京都北区緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業（以下「耐震化促進事業」とい

う。）として実施する事業は、次のとおりとする。ただし、アスベスト改修事業は対象とし

ない。 

（１）耐震診断事業（以下「診断事業」という。） 

（２）耐震補強設計事業（以下「設計事業」という。） 

（３）耐震改修工事事業（以下「改修事業」という。） 

（４）耐震建替え工事事業（以下「建替え事業」という。） 

２ 前項各号の事業は、交付要綱に基づく補助金又は交付金を充て、予算の範囲内で実施す

るものとする。 

 

（事業対象） 

第４条 診断事業の対象となる建築物は、次に掲げる各号の要件をすべて満たすものとする。 

（１）昭和５６年５月３１日以前に建築に着手したもの（国又は地方公共団体の所有するも

のを除く。）であること。 

（２）緊急輸送道路沿道建築物であること。 

（３）他のまちづくりに関する事業に支障のないものであって、区長が認めるものであるこ

と。 

（４）耐震化促進事業と同等の他の助成金を受けていないものであること。 

（５）耐震化促進事業による助成金をすでに受けていないものであること。 

（６）当該事業の内容が、耐震化指針に適合すること。 

（７）耐震診断を行う者は耐震診断士であること。 

（８）耐震診断の結果について、次に掲げる団体により確認を受けるものであること又は専

門機関による評定を受けるものであること。 

（ア）一般社団法人東京都建築士事務所協会 

（イ）一般社団法人日本建築構造技術者協会 

（ウ）特定非営利活動法人耐震総合安全機構 

（９）耐震性の向上のための設計の方針及びそれに基づいた概算改修工事費用を把握するよ



うに努めること。 

２ 設計事業の対象となる建築物は、前項第１号から第６号までに掲げる要件のほか、次に

掲げる各号の要件をすべて満たすものとする。 

（１）耐震診断の結果、Is（構造耐震指標）の値が、０．６未満相当であること、又は Iw（構

造耐震指標）の値が、１．０未満相当であること。 

（２）耐震改修工事後に、Is（構造耐震指標）の値が、０．６相当以上となる計画であるこ

と、又は Iw（構造耐震指標）の値が、１．０相当以上となる計画であること。 

（３）建築基準法その他関係法令に重大な不適合がある場合は、その是正を図る設計がなさ

れる建築物であること。 

（４）耐震補強設計について、専門機関による評定を受けるものであること。 

３ 改修事業の対象となる建築物は、第１項第１号から第６号まで及び前項に掲げる要件の

ほか、次に掲げる各号の要件をすべて満たすものとする。 

（１）構造が耐震上著しく危険となると認められるものであること。 

（２）建築基準法その他関係法令に重大な不適合がある場合は、その是正が同時になされる

建築物であること。 

（３）工事監理者が監理するものであること。工事監理者は、当該建築物と同種同等の建築

物を工事監理できる建築士であること。 

４ 建替え事業の対象となる建築物は、第１項第１号から第６号まで及び第２項第１号に掲

げる要件をすべて満たすものとする。 

 

（対象者） 

第５条 耐震化促進事業の対象となる者は、前条に規定する要件をすべて満たす建築物の所

有者（共有の場合は、共有者によって合意された代表者）とする。ただし、分譲マンション

においては、管理組合又は区分所有者の代表者とし、診断・設計事業を行う場合は区分所

有者の半数以上の、改修事業の場合は区分所有者の４分の３（建築物の耐震改修の促進に

関する法律（平成７年法律第１２３号）第２５条の認定を受けた場合は２分の１）以上の、

建替え事業の場合は区分所有者の５分の４以上の同意を得ていることとする。 

 

（助成金額） 

第６条 助成金の額は耐震化促進事業における事業に要した費用（以下「助成対象事業費」

という。）で、別表第１に定める額（１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数を

切り捨てるものとする。）を限度とする。この場合において、助成対象事業費からは消費税

分を除くものとする。 

 

（事前相談及び全体設計の承認） 

第７条 耐震化促進事業の助成金を受けようとする者は、次条の申請手続をする前に区長に

事前に相談しなければならない。 

２ 耐震化促進事業の助成金を受けようとする者で、当該事業が複数年度にまたがる場合は、

次条の申請手続をする前に緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業全体設計承認申請書

（別記第１号様式）に別表第２に掲げる関係書類を添えて、区長に申請しなければならな

い。当該事業費の総額を変更する場合も同様とする。 



３ 区長は、前項の規定による申請を受けた場合は、その内容を審査し、承認することを決

定したときは、緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業全体設計承認書（別記第２号様式）

により、申請者に通知するものとする。 

 

（助成対象承認の申請手続） 

第８条 耐震化促進事業の助成金を受けようとする者は、事業の着手前かつ当該事業に係る

契約前に緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業助成対象承認申請書（別記第３号様式）

に助成を受けようとする事業ごとに、別表第２に掲げる関係書類を添えて、区長に申請し

なければならない。 

２ 区長は、前項の規定による申請を受けた場合は、その内容を審査し、助成対象とすると

きは、緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業助成対象承認通知書（別記第４号様式）に

より、申請者に通知するものとする。 

３ 区長は、前項の規定による審査の結果、助成対象としないときは、緊急輸送道路沿道建

築物耐震化促進事業助成対象不承認通知書（別記第５号様式）により、申請者に通知する

ものとする。 

 

（権利譲渡の禁止） 

第９条 前条第２項の規定により助成対象承認を受けた者（以下「助成対象者」という。）は、

その権利を第三者に譲渡し、又は担保に供してはならない。 

 

（申請の内容の変更） 

第１０条 助成対象者は、申請内容を変更しようとするときは、速やかに緊急輸送道路沿道

建築物耐震化促進事業助成対象変更承認申請書（別記第６号様式）に、必要な書類を添え

て区長に申請しなければならない。 

２ 区長は、前項の規定による申請を受けた場合は、その内容を審査し、適当と認めるとき

は、緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業助成対象変更承認通知書（別記第７号様式）

により、助成対象者に通知するものとする。 

３ 区長は、前項の規定による審査の結果、その内容が不適当と認めるときは、緊急輸送道

路沿道建築物耐震化促進事業助成対象変更不承認通知書（別記第８号様式）により、助成

対象者へ通知するものとする。 

 

（取りやめ） 

第１１条 助成対象者は、事情により承認された事業の実施が困難となったときは、速やか

に緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業助成事業取りやめ届（別記第９号様式）により、

区長に届け出なければならない。 

 

（事業の着手） 

第１２条 助成対象者は、承認通知書を受けたときは、速やかに当該事業に係る契約を行い、

その後直ちに緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業助成事業着手届（別記第１０号様式）

に、別表第３に掲げる関係書類を添えて区長に届け出なければならない。 

２ 改修事業の助成対象者は、着手後、耐震改修工事に対する検査を申し出なければならな



い。また、区長が必要と認めるときは、必要な書類を添えて、報告しなければならない。 

３ 区長は、前項に規定する検査の申し出を受けたときは、速やかに助成承認の内容及びこ

れに付した条件に適合するかどうかを検査しなければならない。 

 

（完了報告及び助成金の交付申請） 

第１３条 助成対象者は、耐震化促進事業のうち当該年度分が完了したときは、当該年度ご

とに緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業助成事業完了報告書（別記第１１号様式）に、

別表第４に掲げる関係書類を添えて区長に報告するとともに、緊急輸送道路沿道建築物耐

震化促進事業助成金交付申請書（別記第１２号様式）により、助成金の交付申請をするも

のとする。 

２ 改修事業又は建替え事業の助成対象者は、事業完了後、検査を申し出なければならない。

また、区長が必要と認めるときは、必要な書類を添えて、報告しなければならない。 

３ 区長は、前項に規定する検査の申し出を受けたときは、速やかに助成対象承認の内容及

びこれに付した条件に適合するかどうかを検査しなければならない。 

４ 第１項の規定による完了報告及び助成金の交付申請の期限は同項の規定による耐震化促

進事業のうち当該年度分が完了した日の属する年度の１月３１日までとする。 

５ 前項の規定にかかわらず、区長が特に認める場合には、同項に規定する期日でなくとも、

完了報告及び助成金の交付申請をすることができる。 

 

（助成金の交付の決定） 

第１４条 区長は、前条第１項に規定する完了報告書及び助成金の交付申請書を受けた場合

は、その内容を審査し、助成対象承認の内容及びこれに付した条件に適合すると認めると

きは、助成金の交付を決定し、交付すべき助成金額を確定したのち、緊急輸送道路沿道建

築物耐震化促進事業助成金交付決定通知書（別記第１３号様式）により、助成対象者に通

知するものとする。 

 

（助成金の請求及び支払） 

第１５条 前条の規定により、助成金の交付の決定を受けた者（以下「助成決定者」という。）

は、緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業助成金請求書（別記第１４号様式）により、

区長に助成金の支払いを請求するものとする。 

２ 区長は、前項の規定による請求があったときは、速やかに助成決定者に助成金を支払う

ものとする。 

 

（助成金の交付の決定の取消し） 

第１６条 区長は、助成決定者が次のいずれかに該当するときは、助成金の交付の決定を取

り消すことができる。 

（１）偽りその他不正の手段により、助成金の交付の決定を受けたとき。 

（２）助成金をその他の用途に使用したとき。 

（３）法令又はこの要綱の規定に違反したとき。 

（４）事情により、助成対象承認を受けた事業を取りやめたとき。 

２ 区長は、前項の規定により助成金の交付の決定を取り消したときは、緊急輸送道路沿道



建築物耐震化促進事業助成金交付決定取消通知書（別記第１５号様式）により、助成決定

者に通知する者とする。 

 

（助成金の返還） 

第１７条 区長は、前条の規定により助成金の交付の決定を取り消した場合において、既に

助成金が支払われているときは、期限を定めてその返還を命じるものとする。 

 

（勧告） 

第１８条 区長は、耐震診断の結果、耐震改修工事が必要と認める場合は、所有者に対し、

勧告することができる。 

 

（財産処分の制限） 

第１９条 助成決定者は、この要綱による助成を受けて効用が増加した財産を、耐震化促進

事業完了後１０年以内に、助成金の交付の目的以外に使用し、譲渡し、貸し付け、担保に

供し、又は取り壊すときは、あらかじめ区長の承認を受けるものとする。 

 

（委任） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項はまちづくり部長が定める。 

 

 

付 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

 

付 則 

（施行期日等） 

 １ この要綱は、平成２４年１０月１日から施行する。 

 ２ この要綱の施行前に改正前の要綱によりなされた手続きは、それぞれ改正後の要綱に

よりなされた手続きとみなす。 

 

 

付 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

 

付 則 

（施行期日等） 

 １ この要綱は、平成２８年８月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 ２ 改正後の要綱は、施行日以降に助成対象承認申請があった事業について適用する。 

 

 



付 則 

（施行期日等） 

 １ この要綱は、平成２９年５月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 ２ 改正後の要綱は、施行日以降に助成対象承認があった事業について適用する。 

 

 

付 則 

１ この要綱は、令和元年８月１９日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正後の要綱は、施行日以降に助成対象承認申請があった事業について適用する。 

 

 

付 則 

この要綱は、令和元年１０月１日から適用する。 

 

 

付 則 

この要綱は、令和２年１０月１日から施行する。 

 

 

付 則 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現にあるこの要綱の改正前の様式による用紙で、現に残存する

ものについては、当分の間、所要の修正を加え、なお使用することができる。 



別表第１（第６条関係） 

事業

区分 

助成対象

事業費 

助成対象費用 

（助成対象事業費かつ下記限度額以

内） 

助成率と助成限度額 

診断

事業 

 

診断に要

する費用 

限度額は、次による。 

イ 面積 1,000 ㎡以内の部分は 3,670

円／㎡以内 

ロ 面積1,000㎡を超えて2,000㎡以

内の部分は、1,570 円/㎡以内 

ハ 面積 2,000 ㎡を超える部分は

1,050 円/㎡以内 

  ただし、設計図書の復元、第三者

機関の判定等、通常の耐震診断に要

する費用以外の費用を要する場合

は、1,570,000 円を限度として加算

することができる。 

助成対象費用 助成率と助成限度額 

214 万円以内 助成対象費用の 4/5 の額 

214 万円を超え

300 万円以内 

助成対象費用の 1/3 に

100 万円を加えた額 

300 万円超 200 万円 

設計

事業 

改修に係

る設計に

要する費

用 

限度額は、次のイからハまでの合計額と

する。 

イ 面積 1,000 ㎡以内の部分は 5,000

円/㎡以内 

ロ 面積 1,000 ㎡を超えて 2,000 ㎡以

内の部分は 3,500 円/㎡以内 

ハ 面積 2,000 ㎡を超える部分は

2,000 円/㎡以内 

助成対象費用 助成率と助成限度額 

300 万円以内 助成対象費用の 2/3 の額 

300 万円超 200 万円 

改修

事業 

・ 

建替

え事

業 

【改修事

業】 

改修に要

する費用 

 

【建替え

事業】 

建替えに

要する費

用かつ耐

震改修に

限度額は、51,200 円/㎡に延べ面積を乗

じた額かつ 1 棟当たり 512 百万円以内

（マンションにあっては 50,200 円/㎡

以内かつ 1 棟当たり 502 百万円以内）と

する。 

なお、住宅（マンションを除く。）にあっ

ては上記51,200円を34,100円と読み替

える。 

延べ面積が 5,000 ㎡未満の建築物 

助成対象費用の 2/3 の額。助成限度額は

2,000 万円とする。 

延べ面積が 5,000 ㎡以上かつ 10,000 ㎡未

満の建築物 

助成対象費用の 2/3 の額。ただし、延べ面

積が 5,000 ㎡を超える部分については 1/3

の額。助成限度額は 2,500 万円とする。 

延べ面積が 10,000 ㎡以上の建築物 



要する費

用相当額

以内 

助成対象費用の 2/3 の額。ただし、延べ面

積が 5,000 ㎡を超える部分については 1/3

の額、かつ、10,000 ㎡を超える部分につい

ては、助成対象外とする。助成限度額は

3,000 万円とする。 



別表第２（第７条及び第８条関係） 

事業区分 助成対象承認申請書に添付する書類 

診断事業 

右欄に掲げる１から１０までの書類及び以下

に掲げる書類 

（１）診断計画書 

１ 対象建築物の建築確認年

月又は建築竣工年月が確認

できるもの 

２ 対象建築物の所有者であ

る旨が確認できるもの 

３ 対象建築物が区分所有の

場合は区分所有者の同意が

確認できるもの（管理組合

の規約と当該事業の実施を

決議したことが確認できる

書類） 

４ 対象建築物の所有者が共

有の場合は共有者の同意が

確認できるもの 

５ 対象建築物の高さが確認

できるもの 

６ 対象建築物が接する緊急

輸送道路の前面道路幅員が

確認できるもの 

７ 付近見取図 

８ 見積書（見積書の単価は、

積算根拠を明確にするこ

と） 

９ 現況写真（建築物及び道

路の状況が把握できるも

の） 

１０ その他区長が必要と認

める書類 

設計事業 

右欄に掲げる１から１０までの書類及び以下

に掲げる書類 

（１）既存建築物の耐震診断結果報告書 

（２）耐震補強設計をする者の能力を確認でき

る書類 

改修事業 

右欄に掲げる１から１０までの書類及び以下

に掲げる書類 

（１）耐震診断結果報告書 

（２）第４条第２項第４号に規定する耐震補強

設計の評定書の写し 

（３）建築物の耐震改修の促進に関する法律施

行規則（平成７年１２月２５日建設省令第２

８号。以下「耐震改修促進法施行規則」とい

う。）第２８条に掲げる図書及び立面図 

（４）業者選定の経緯が確認できる書類 

（５）工程表 

（６）工事監理者の資格がわかる免許等の写し 

（７）工事を行う者の施工能力を確認できる書

類 

建替え事業 

右欄に掲げる１から１０までの書類及び以下

に掲げる書類 

（１）耐震診断結果報告書 

（２）建替え工事の設計図書及び確認済証 

（３）業者選定の経緯が確認できる書類 

（４）工程表 

全体設計承認申請書に添付する書類 

１ 案内図                  ４ 工程表 

２ 配置図                  ５ 見積書（各年度ごとのもの） 

３ 建物概要                 ６ その他区長が必要と認める書類 



別表第３（第１２条関係） 

事業区分 着手届に添付する書類 

診断事業 

１ 契約書の写し 

２ 工程表 

３ 耐震診断士の能力がわかる証明書等の写し 

４ 第４条第１項第８号に規定するアからウまでの団体のいずれかに名簿

登録された建築士事務所が当該事業を行う場合は、当該団体に登録してい

る旨が確認できる書類の写し 

設計事業 

１ 契約書の写し 

２ 工程表 

３ 設計者の能力が確認できる証明書等の写し 

改修事業・ 

建替え事業 

１ 契約書の写し 

２ 工程表 

 



別表第４（第１３条関係） 

事業区分 完了報告書に添付する書類 

診断事業 

右欄に掲げる１から３までの書類及び

以下に掲げる書類 

１ 既存建築物の耐震診断結果報告書 

２ 第４条第１項第８号に規定する耐

震診断結果の確認書又は評定書の写し 

１ 事業に要した費用を証する領

収書又は請求書の写し 

２ 事業に要した費用の明細書 

３ その他区長が必要と認める書

類 

設計事業 

右欄に掲げる１から３までの書類及び

以下に掲げる書類 

１ 耐震補強案の報告書 

２ 第４条第２項第４号に規定する耐

震補強設計の評定書の写し 

３ 耐震改修促進法施行規則第２８条

に掲げる図書及び立面図 

４ 耐震改修工事の見積書（見積書の単

価は、積算根拠を明確にすること。） 

改修事業 

右欄に掲げる１から３までの書類及び

以下に掲げる書類 

１ 工事写真（内外部既存写真、施工写

真、内外部完了写真） 

建替え事業 

右欄に掲げる１から３までの書類及び

以下に掲げる書類 

１ 工事写真（内外部既存写真、施工写

真、完了写真） 

２ 検査済証及び建築確認申請書（第１

面から第５面の写しを含む。）の写し 

 

 


